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厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

知的障害者の地域生活移行に関する支援についての研究 

研究代表者 深津 玲子 国立障害者リハビリテーションセンター 

 

研究要旨 

 現在福祉サービス体系が十分には整備されていないと考えられる 2つの群である、重度

知的障害者群（重度群）と軽度～境界域知的障害者群（軽度群）の地域生活移行に関する

支援手法の開発及び体系を提言するため、１．重度知的障害者入所施設における地域移行

支援の実施と困難要因の分析、２．発達障害を伴う軽度群に対する福祉サービスとしての

就労移行支援のプログラムの開発、３．その一環として、就労を目指す発達障害者の支援

ニーズを明らかにするアセスメントツールの開発、４．発達障害を伴う軽度群の生活補完

及び就労支援に役立つ支援機器に関する調査、５．施設入所中の重度群および自宅で同居

する軽度群のきょうだいの課題の抽出と対応方法に関する調査を行った。 

重度知的障害者入所施設における地域移行については、今回の検討の範囲では、個人の

身体・知的重症度および異常行動といった心身機能は移行を困難にする因子とはなりにく

く、家族の理解や地域の支援体制といった環境因子が大きく関与する可能性が示唆された。

発達障害を伴う軽度群に対する就労移行支援では、一定の手続きを経て、就労移行支援モ

デルの開発を行った。開発した就労移行支援モデルにもとづいて支援を行った対象者の就

労移行支援利用期間は、開発前に支援を行った対象者と比較して 3.5月短くなり、１５ヶ月

であった。また、地域の障害者就業・生活支援センターとの連携による職場定着支援を行

い、離職者は出ていなかった。就労を目指す発達障害者のアセスメントツール作成につい

ては、国際生活機能分類（以下 ICF と記す）に基づきアセスメントシートを作成、検定の

結果、発達障害者と統制群とで ICF総得点に有意差がみられた（p＜0.01）。また、発達障

害当事者と支援者では、支援者が当事者の認識よりもニーズを低く見積もっているか、ニ

ーズを拾いきれていないことが示唆された。軽度知的障害を伴う発達障害者の就労に役立

つ支援機器に関する研究では、68 の個別支援ツールを抽出し、縦軸を ICF の心身機能、横

軸を活動参加とする支援ツールマップを開発した。きょうだい調査については、入所中の

利用者と母親の自己概念の変化は認められたが、父親ときょうだいには変化は認められな

かった。きょうだいの課題は、「（入所前および帰省時における）入所者の家庭での行動」「親

亡き後の後見」について多くあげられたが、家族支援のニーズが指摘された項目は、きょ

うだいからが母親からよりも有意に少なかった。また、対照群に比べて入所者の母親の自

己概念は有意に低かったが、きょうだいと父親の自己概念には有意差はなかった。「障害者

の将来の生活」が青年期および成人期のきょうだいの最も大きな課題であると示唆された

調査結果をもとに、パンフレットを作成した。 



 

 

A．研究目的

現在福祉サービス体系が十分には整備さ

れていない重度知的障害者群（重度群）と

軽度～境界域知的障害者群（軽度群）につ

いて、地域生活移行のための

を用いた

地域生活の実現に必要な支援手法と体系を

提言する。

かにする。

 

１． 

設における地域生活移行を通して検討

し、地域生活移行を困難にする因子を分

析

２． 

サービスとしての

グラム

３． 

．研究目的 

現在福祉サービス体系が十分には整備さ

れていない重度知的障害者群（重度群）と

軽度～境界域知的障害者群（軽度群）につ

いて、地域生活移行のための

を用いた支援手法

地域生活の実現に必要な支援手法と体系を

提言する。具体的には、以下の５点を明ら

かにする。 

 重度群の地域生活支援体系を、入所施

設における地域生活移行を通して検討

し、地域生活移行を困難にする因子を分

析する。 

 発達障害を伴う軽度群

サービスとしての

グラムを開発する。

 その一環として、就労を目指す

現在福祉サービス体系が十分には整備さ

れていない重度知的障害者群（重度群）と

軽度～境界域知的障害者群（軽度群）につ

いて、地域生活移行のための

手法について調査研究を行い、

地域生活の実現に必要な支援手法と体系を

具体的には、以下の５点を明ら

の地域生活支援体系を、入所施

設における地域生活移行を通して検討

し、地域生活移行を困難にする因子を分

を伴う軽度群

サービスとしての就労移行

を開発する。 

その一環として、就労を目指す

現在福祉サービス体系が十分には整備さ

れていない重度知的障害者群（重度群）と

軽度～境界域知的障害者群（軽度群）につ

いて、地域生活移行のための福祉サービス

について調査研究を行い、

地域生活の実現に必要な支援手法と体系を

具体的には、以下の５点を明ら

の地域生活支援体系を、入所施

設における地域生活移行を通して検討

し、地域生活移行を困難にする因子を分

を伴う軽度群に対する福祉

移行支援のプロ

その一環として、就労を目指す発達障
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現在福祉サービス体系が十分には整備さ

れていない重度知的障害者群（重度群）と

軽度～境界域知的障害者群（軽度群）につ

福祉サービス

について調査研究を行い、

地域生活の実現に必要な支援手法と体系を

具体的には、以下の５点を明ら

の地域生活支援体系を、入所施

設における地域生活移行を通して検討

し、地域生活移行を困難にする因子を分
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プロ

発達障

４．
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B．研究方法

１．

る研究（高木

重度群については、障害児施設である国

立障害

害者の活動と参加を国際生活機能分類

（以下 ICF

援ニーズを明らかにする

シートを開発

４． 発達障害

役立つ支援ツールを明らかに

基づいて分類したマップを開発する。

５． 施設入所中の重度群および自宅で同

居する軽度群のきょう

ンケート調査を行い、知的障害者両群の

同胞が抱える課題を明らかにし、

法を検討する。

 

．研究方法 

１．重度知的障害者の地域生活移行に関す

る研究（高木晶子

重度群については、障害児施設である国

立障害者リハビリテーションセンター

活動と参加を国際生活機能分類

ICF と記す）に基づき評価し、支

援ニーズを明らかにする

開発する。 

発達障害を伴う軽度群

支援ツールを明らかに

基づいて分類したマップを開発する。

施設入所中の重度群および自宅で同

居する軽度群のきょう

ンケート調査を行い、知的障害者両群の

同胞が抱える課題を明らかにし、

法を検討する。 

 

重度知的障害者の地域生活移行に関す

晶子） 

重度群については、障害児施設である国

者リハビリテーションセンター

活動と参加を国際生活機能分類

と記す）に基づき評価し、支

援ニーズを明らかにするアセスメント

を伴う軽度群の就労支援に

支援ツールを明らかにし、ICF

基づいて分類したマップを開発する。

施設入所中の重度群および自宅で同

居する軽度群のきょうだいを対象に、ア

ンケート調査を行い、知的障害者両群の

同胞が抱える課題を明らかにし、対処方

重度知的障害者の地域生活移行に関す

重度群については、障害児施設である国

者リハビリテーションセンター

活動と参加を国際生活機能分類

と記す）に基づき評価し、支

アセスメント

の就労支援に

ICF に

基づいて分類したマップを開発する。 

施設入所中の重度群および自宅で同

だいを対象に、ア

ンケート調査を行い、知的障害者両群の

対処方

重度知的障害者の地域生活移行に関す

重度群については、障害児施設である国

者リハビリテーションセンター 自
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立支援局秩父学園(以下、秩父学園と記す)

において、入所者 62 名中年齢超過者（１８

歳以上）54 名を対象に、1-1）1年目には「地

域生活移行に対する家族の理解」に関する

アンケートを全家族に対して行い、1-2）2

年目には 54 例全例に、大島分類改訂版を用

いて身体・知的重症度を、異常行動チェッ

クリスト日本版を用いて行動障害の程度を

評価し、1-3）22～24 年度前半に地域生活

移行した 15 名（移行群）と非移行群 39 名

について移行を困難にする個人因子および

環境因子の分析を行った。 

 

２．軽度～正常境界域の知的障害者の地域

生活移行についての研究（四ノ宮美恵

子） 

発達障害を伴う軽度群に対する就労移行

支援の手法を検討するにあたっては、22～

24 年度前半に、国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター自立支援局において支援を行

った発達障害者で、かつ WAIS-R または

WAIS-ⅢのPIQにおいて55以上85未満（100

－3SD～－1SD）の者 6名を対象とした。こ

れらの対象に①支援課題の抽出、②ICF の

「活動と参加」および「環境因子」にもと

づいた支援ニーズの抽出、③「働く」とい

う目標の下、その達成に必要と考えられる

下位目標の設定、④下位目標と支援ニーズ

に則した支援プログラムの整備、⑤プログ

ラム実施上の課題整理の手続きを経て、就

労移行支援モデルの開発を行った。 

 

３．発達障害者支援のための ICF-Based ア

セスメント開発の試み（鈴木さとみ） 

就労を目指す発達障害者の ICF に基づく

活動と参加に関する評価アセスメント開発

にあたっては、3-1）初年度に、ICF コアセ

ット開発の手続きに準拠し、過去 5年間の

学術論文について PubMed および Cochrane 

Library を用いて Autism、Autistic 

spectrum disorder、Pervasive 

developmental disability それぞれについ

てキーワード検索（needs, assessment, 

activity, participation, environment, 

services, social support, vocational 

rehabilitation, support for work, 

habilitation, social skills, community 

services, collaboration, inclusion, 

integration）を行い、ヒットした文献 927

件をレビューし、18 歳以下を対象とするも

の、薬物療法、脳画像、遺伝子研究、発達

障害以外の精神疾患を対象とするものを除

外し、3-2）２年目に初年度の文献検討で該

当した論文32編からICFの活動と参加およ

び環境因子項目の抽出を行い、試行版アセ

スメントシートを作成し、発達障害者 3名

および統制群 15 名を対象に予備調査を実

施し、3-3）最終年度は前年度の予備調査結

果を踏まえ、改訂版アセスメントシートを

作成し、これを用いて就労支援サービスを

受給する発達障害者 21 名とその支援者及

び統制群 21 名を対象に調査を実施した。 

 

４．知的障害者の生活の補完的手段の研究
（石渡利奈） 
発達障害者の就労支援に役立つ支援ツー

ル調査に関しては、4-1)初年度就労に向け

必要な職業生活および家庭生活における支

援ニーズの調査を①発達障害のある中高生

の親７名を対象に「就労時の職業生活、日

常生活で特に困難を抱えるであろう内容」

と、「支援ツールの活用が有効であると考え

られる領域」を探る聞き取りを行い、②発
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達障害のある中高生の親１７名および就労

経験のある発達障害成人の親２名を対象に、

「ターゲットとする困難の解決に向け構想

した支援ツール案を提示し、その利用ニー

ズ」と、「そのような支援ツールを開発する

際の留意点」を把握する聞き取りを行った。

4-2)２年目に就労に向け役立つ支援ツール

の調査として、検索キーワードを用い、イ

ンターネット上の検索エンジン（Google）、

先行研究の報告書などにより、就労に役立

つことが期待される個別支援ツールの抽出

を行った。4-3)最終年度は前年度作成した

リストを基に ICF に基づく支援ツールマッ

プの開発を行った。具体的には、個別の機

器について、機器が必要となる背景にある

心身機能のコード、機器が支援する活動参

加のコードを複数該当可としてリストに記

載した。分析は、軽度～境界域知的障害を

有する発達障害者の親、リハエンジニア、

作業療法士の協議により行った。これらの

結果を基に、縦軸を心身機能、横軸を活動

参加とする表を作成して、機器のマッピン

グを行った。 

 

５．入所重度知的障害者のきょうだいの課

題と自己概念（北村弥生） 

きょうだい調査については、１８歳以上

の発達障害を伴う軽度群 12 名のきょうだ

いを対象とした調査１、重度知的障害者施

設入所者 50 名のきょうだいを対象とした

調査２、を実施し、調査２の結果提示され

た課題である「障害者の将来」に関する情

報パンフレットを作成し、重度群きょうだ

いに送付し、課題が解決されたか否かの調

査３を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、国立障害者リハビリテーショ

ンセンターにおける倫理審査委員会の承認

を受けて実施された。また、参加にあたっ

ては、研究への協力について口頭ならびに

文書で説明し、同意書により同意を得た。 

 

C．研究結果 

１．重度知的障害者の地域生活移行に関す

る研究 

入所中の重度群に関する検討では、1-1）

家族アンケートでは「地域生活移行に関す

る考え」に対して、38％が肯定的、27％が

否定的、よくわからないが 33％であった。

また「地域生活移行にかかわる動向」につ

いては「知っている」23％、「知らない」77％

であり、「情報提供の機会に参加を希望する」

は 28％、「希望しない」24％、「わからない」

48％であった。1-2,3)18歳以上の入所者の

うち研究期間中の地域移行者数は 17名で

ある。移行者の年齢は 19歳から 52歳、在

籍年数は 3年から 40年、性別は女性 5名、

男性 12名である。移行先は埼玉県 11名、

東京都 2名、栃木、群馬県、千葉県が夫々1

名である。入所施設 14名、重心施設 2名、

家庭 1名である。（表 1） 

障害程度区分認定取得に関して障害程度

区分認定終了者 34名中、「区分 4」が 3名

( 9 % )、「5」が 5名( 15 % )、「6」が 26

名( 76 % )である。移行群、非移行群で異常

行動チェックリスト日本版および大島分類

改訂版のスコアに有意な差はなかった。 

 

２．軽度～正常境界域の知的障害者の地域

生活移行についての研究 

発達障害を伴う軽度知的障害者に対する



 

就労移行支援モデルの開発にあたっては、

①「施設内訓練」、「行事参加」、「職場実習」

の３つの場面を支援フィールドとして位置

づけ、②「働く」ためにという統一した支

援の文脈設定、③体験学習と体験の振り返

りによる意味づけの支援を軸に、④「自己

理解」、「他者理解」、「社会

を下位目標とした支援プログラムの整備、

⑤就労支援と社会生活力を高める支援の並

行した、かつ螺旋的な支援プログラムの整

備、⑥定型発達の段階に則した支援プログ

ラムの整備、に留意した。考案した就労移

行支援モデル

項目例は、

今回の対象者６名中、支援継続中の

を除いた

う支援目標を達成したが、開発した就労移

行支援モデルにもとづいて支援を行った

名の就労移行支援利用期間は、開発前に支

援を行った

り、１５ヶ

ける業務としては、事務補助の

ては、梱包や清掃、商品の品出しなどのバ

ックヤード業務や工場のライン作業であっ

た。いずれも、地域の障害者就業・生活支

援センターとの連携による職場定着支援を

行い、離職者は出ていなかった。

 

３．発達障害者支援のための

セスメント開発の試み

就労を目指す発達障害者のアセスメント

ツール作成については、

果、PubMed 203

ットし、文献レビューにより今回の研究対

象論文は

抽出した

就労移行支援モデルの開発にあたっては、

①「施設内訓練」、「行事参加」、「職場実習」

の３つの場面を支援フィールドとして位置

づけ、②「働く」ためにという統一した支

援の文脈設定、③体験学習と体験の振り返

りによる意味づけの支援を軸に、④「自己

理解」、「他者理解」、「社会

を下位目標とした支援プログラムの整備、

⑤就労支援と社会生活力を高める支援の並

行した、かつ螺旋的な支援プログラムの整

備、⑥定型発達の段階に則した支援プログ

ラムの整備、に留意した。考案した就労移

行支援モデルは図１、ならびに実際の支援

項目例は、表 2のとおりであ

今回の対象者６名中、支援継続中の

を除いた 5名については、全員が就職とい

う支援目標を達成したが、開発した就労移

行支援モデルにもとづいて支援を行った

名の就労移行支援利用期間は、開発前に支

援を行った 2名と比較すると

り、１５ヶ月であった。

ける業務としては、事務補助の

ては、梱包や清掃、商品の品出しなどのバ

ックヤード業務や工場のライン作業であっ

た。いずれも、地域の障害者就業・生活支

援センターとの連携による職場定着支援を

行い、離職者は出ていなかった。

３．発達障害者支援のための

セスメント開発の試み

就労を目指す発達障害者のアセスメント

ツール作成については、

PubMed 203

ットし、文献レビューにより今回の研究対

象論文は 32件であった。これらの論文から

抽出した ICFの活動と参加、環境の各項目

就労移行支援モデルの開発にあたっては、

①「施設内訓練」、「行事参加」、「職場実習」

の３つの場面を支援フィールドとして位置

づけ、②「働く」ためにという統一した支

援の文脈設定、③体験学習と体験の振り返

りによる意味づけの支援を軸に、④「自己

理解」、「他者理解」、「社会的規範の理解」

を下位目標とした支援プログラムの整備、

⑤就労支援と社会生活力を高める支援の並

行した、かつ螺旋的な支援プログラムの整

備、⑥定型発達の段階に則した支援プログ

ラムの整備、に留意した。考案した就労移

は図１、ならびに実際の支援

のとおりであ

今回の対象者６名中、支援継続中の

名については、全員が就職とい

う支援目標を達成したが、開発した就労移

行支援モデルにもとづいて支援を行った

名の就労移行支援利用期間は、開発前に支

名と比較すると

月であった。5名の就職先にお

ける業務としては、事務補助の

ては、梱包や清掃、商品の品出しなどのバ

ックヤード業務や工場のライン作業であっ

た。いずれも、地域の障害者就業・生活支

援センターとの連携による職場定着支援を

行い、離職者は出ていなかった。

３．発達障害者支援のための

セスメント開発の試み 

就労を目指す発達障害者のアセスメント

ツール作成については、3-1)

PubMed 203件、Cochrane724

ットし、文献レビューにより今回の研究対

件であった。これらの論文から

の活動と参加、環境の各項目

就労移行支援モデルの開発にあたっては、

①「施設内訓練」、「行事参加」、「職場実習」

の３つの場面を支援フィールドとして位置

づけ、②「働く」ためにという統一した支

援の文脈設定、③体験学習と体験の振り返

りによる意味づけの支援を軸に、④「自己

的規範の理解」

を下位目標とした支援プログラムの整備、

⑤就労支援と社会生活力を高める支援の並

行した、かつ螺旋的な支援プログラムの整

備、⑥定型発達の段階に則した支援プログ

ラムの整備、に留意した。考案した就労移

は図１、ならびに実際の支援

のとおりである。 

今回の対象者６名中、支援継続中の 1

名については、全員が就職とい

う支援目標を達成したが、開発した就労移

行支援モデルにもとづいて支援を行った

名の就労移行支援利用期間は、開発前に支

名と比較すると 3.5月短くな

名の就職先にお

ける業務としては、事務補助の 1名を除い

ては、梱包や清掃、商品の品出しなどのバ

ックヤード業務や工場のライン作業であっ

た。いずれも、地域の障害者就業・生活支

援センターとの連携による職場定着支援を

行い、離職者は出ていなかった。 

３．発達障害者支援のための ICF-Based

就労を目指す発達障害者のアセスメント

1)文献検索の結

Cochrane724件がヒ

ットし、文献レビューにより今回の研究対

件であった。これらの論文から

の活動と参加、環境の各項目
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就労移行支援モデルの開発にあたっては、

①「施設内訓練」、「行事参加」、「職場実習」

の３つの場面を支援フィールドとして位置

づけ、②「働く」ためにという統一した支

援の文脈設定、③体験学習と体験の振り返

りによる意味づけの支援を軸に、④「自己

的規範の理解」

を下位目標とした支援プログラムの整備、

⑤就労支援と社会生活力を高める支援の並

行した、かつ螺旋的な支援プログラムの整

備、⑥定型発達の段階に則した支援プログ

ラムの整備、に留意した。考案した就労移

は図１、ならびに実際の支援

1名

名については、全員が就職とい

う支援目標を達成したが、開発した就労移

行支援モデルにもとづいて支援を行った 3

名の就労移行支援利用期間は、開発前に支

月短くな

名の就職先にお

名を除い

ては、梱包や清掃、商品の品出しなどのバ

ックヤード業務や工場のライン作業であっ

た。いずれも、地域の障害者就業・生活支

援センターとの連携による職場定着支援を

Based ア

就労を目指す発達障害者のアセスメント

文献検索の結

件がヒ

ットし、文献レビューにより今回の研究対

件であった。これらの論文から

の活動と参加、環境の各項目

に該当する記述は、第

において

詳細分類の活動と参加において

目であった。

トの質問項目は７３、平均所要時間は発達

障害者で

独立サンプルによる

の検定の結果、発達障害者と統制群とで

ICF

発達障害者と支援者での自己評価と他者評

価の違いについては、

たが、統計上の有意差はなかった。

訂版アセスメントは質問項目数

要時間は発達障害者で

分であった。

ンプルによる

の結果、発達障害者と統制群とで

点に有意差がみられた（

    
図 2

 

下位項目の第一分類の活動と参加では、

「学

な課題と要求」

ション」

「家庭生活」

0.01

に該当する記述は、第

において 59/118

詳細分類の活動と参加において

目であった。3-

の質問項目は７３、平均所要時間は発達

障害者で 45 分、統制群は

独立サンプルによる

の検定の結果、発達障害者と統制群とで

ICF総得点に有意差がみられた（

発達障害者と支援者での自己評価と他者評

価の違いについては、

たが、統計上の有意差はなかった。

訂版アセスメントは質問項目数

要時間は発達障害者で

分であった。これを用いた調査で、独立サ

ンプルによるMann

の結果、発達障害者と統制群とで

点に有意差がみられた（

    
2 改訂版アセスメントによる発達障害

者（ASD

下位項目の第一分類の活動と参加では、

「学習と知識の応用」

な課題と要求」

ション」（p＜0.01

「家庭生活」（p

0.01）、「主要な生活領域」

に該当する記述は、第 2分類の活動と参加

59/118項目、環境

詳細分類の活動と参加において

-2）試行版アセスメントシー

の質問項目は７３、平均所要時間は発達

分、統制群は

独立サンプルによるMann

の検定の結果、発達障害者と統制群とで

総得点に有意差がみられた（

発達障害者と支援者での自己評価と他者評

価の違いについては、ICF

たが、統計上の有意差はなかった。

訂版アセスメントは質問項目数

要時間は発達障害者で 30 分、統制群は

これを用いた調査で、独立サ

Mann-Whitney

の結果、発達障害者と統制群とで

点に有意差がみられた（p

改訂版アセスメントによる発達障害

ASD）群と統制群の

下位項目の第一分類の活動と参加では、

習と知識の応用」（p＜

な課題と要求」（p＜0.01）、「コミュニケー

0.01）、「運動・移動」

（p＜0.01）、「対人関係」

、「主要な生活領域」（

分類の活動と参加

項目、環境 で 37/74項目、

詳細分類の活動と参加において 36/220

）試行版アセスメントシー

の質問項目は７３、平均所要時間は発達

分、統制群は 20 分であった。

Mann-Whitneyの

の検定の結果、発達障害者と統制群とで

総得点に有意差がみられた（p＜0.01

発達障害者と支援者での自己評価と他者評

ICF得点上で差が出

たが、統計上の有意差はなかった。3-

訂版アセスメントは質問項目数 73、平均所

分、統制群は

これを用いた調査で、独立サ

Whitneyの Uの検定

の結果、発達障害者と統制群とで ICF

p＜0.01）（図２）。

改訂版アセスメントによる発達障害

）群と統制群の ICFスコア

下位項目の第一分類の活動と参加では、

＜0.01）、「一般的

、「コミュニケー

、「運動・移動」（p＜0.05

、「対人関係」（

（p＜0.01）、環境

分類の活動と参加

項目、

36/220項

）試行版アセスメントシー

の質問項目は７３、平均所要時間は発達

分であった。

の U

の検定の結果、発達障害者と統制群とで

0.01）。

発達障害者と支援者での自己評価と他者評

得点上で差が出

-3）改

平均所

分、統制群は 15

これを用いた調査で、独立サ

の検定

ICF総得

）（図２）。 

 
改訂版アセスメントによる発達障害 

スコア 

下位項目の第一分類の活動と参加では、

、「一般的

、「コミュニケー

0.05）、

（p＜

、環境
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因子では「支援と関係」（p＜0.05）、「サー

ビス、制度、政策」（p＜0.01）について有

意差がみられた。発達障害者本人による自

己評価および支援者による他者評価の比較

では、「話し言葉の理解」、「非言語的メッセ

ージの理解」、「書き言葉によるメッセージ

の理解」、「非言語的メッセージの表出」、「会

話の持続」、「多人数での会話」といった「コ

ミュニケーション」領域と「複雑な対人関

係」において自己評価は他者評価よりも有

意に低かった。これは支援者が当事者の認

識よりもニーズを低く見積もっていること

を示す。 

 
４．知的障害者の生活の補完的手段の研究 
就労に役立つことが期待される個別支援

ツールとして、68の個別ツールが抽出され

た。ツールの形態の内訳は、ハードウェア

50、ソフトウェア 18であり、今後の見通し

として、携帯端末用のソフトウェアの発展

が期待された。機能としては、活動と参加

の８項目（１．学習と知識の応用、２．一

般的な課題と要求、３．コミュニケーショ

ン、４．運動・移動、５．セルフケア、６．

家庭生活、８．主要な生活領域、９．コミ

ュニティライフ・社会生活・市民生活）、心

身機能の２項目（１．精神機能、２．感覚

機能と痛み、３．音声と発話の機能）に関

わるツールがあることが把握された。この

分析結果を基に、縦軸を ICFの心身機能、

横軸を活動参加とする支援ツールマップを

開発した。 

 

５．入所重度知的障害者のきょうだいの課

題と自己概念 

きょうだい調査については、「調査１」で

は、訓練利用者と母親の自己概念の変化は

認められたが、父親ときょうだいには変化

は認められず、訓練終了後にきょうだいの

心配がもっとも高かった項目は「利用者の

将来（結婚、住居、仕事）」であった。「調

査２」では、きょうだいの課題は、「（入所

前および帰省時における）入所者の家庭で

の行動」「親亡き後の後見」について多くあ

げられたが、家族支援のニーズが指摘され

た項目は、きょうだいからが母親からより

も有意に少なかった。また、対照群に比べ

て入所者の母親の自己概念は有意に低かっ

たが、きょうだいと父親の自己概念には有

意差はなかった。「調査３」では、青年期お

よび成人期のきょうだいの最も大きな課題

であると考えられた「障害者の将来の生活」

に関する情報提供（パンフレット）への評

価は高かった。 

 

D．考察 

１．重度知的障害者の地域生活移行に関す

る研究 

入所者の地域生活移行について今回の検

討の範囲では、個人の身体・知的重症度お

よび異常行動といった心身機能は移行を困

難にする因子とはなりにくく、家族の理解

といった環境因子が大きく関与する可能性

が示唆される。 

 

２．軽度～正常境界域の知的障害者の地域

生活移行についての研究 

障害福祉サービスにおける就労支援モデ

ルを開発することで、支援目標とその下位

目標が明確になり、下位目標に則した支援

プログラムを整備することが可能となった。

これらにより、支援者側の支援の文脈が統
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一され、対象者全員が就職という帰結に至

ったほか、支援期間の短縮が図られたもの

と考えられた。 

 

 

３．発達障害者支援のための ICF-Based ア

セスメント開発の試み 

発達障害者は自己を客観的に評価するこ

との困難さが示されているが、今回開発し

たアセスメントシートを用いた調査の結果、

発達障害者群の自己評価の結果は統制群と

比較して有意に低く、活動および参加に関

する支援ニーズを把握するのに適している

と考えられた。これまで自閉症の中核症状

とそれらに関連して起こる対人面での課題

については研究が進んでいるが、発達障害

者は家庭生活やコミュニティライフ、社会

生活、市民生活など様々な生活場面で困難

状況を呈しているものの、そうした日常生

活機能に関する系統的な調査研究はほとん

どなく、今後さらに検討が必要な分野と考

える。 

 
４．知的障害者の生活の補完的手段の研究 
発達障害者の就労に役立つ支援ツール調

査では、就労時の困難さの解決に向け開発

が求められるツールは、職場生活を営む上

での土台となる、「自身の言動を自己管理し、

日々のスケジュールの遂行する」能力領域

に焦点を当てる必要があると考察された。

また、支援ツールを開発する際は、「ツール

の大きさ」「 ツールのデザイン」「ツールの

使用の容易性」「ツールのカスタマイズ機能」

「ツールの音声でのメモ機能、音声ナビゲ

ート機能」「ツールでの１日の生活の時間割

立て機能」「ツールの学習機能」「ツールの

ゲーム機能・トークンエコノミー機能」な

どに留意することが有効と考えられた。 

本研究で開発したマップにより、「補いた

い心身機能」や「支援したい活動」に関係

するツールを支援者が見つけ、支援に役立

てられることが期待される。 

 

５．入所重度知的障害者のきょうだいの課

題と自己概念 

「調査１」では、利用者と母親では訓練後

には訓練前に比べて自己概念が上昇したの

に対し、父親の自己概念は変化しなかった。

訓練前には、対照群に比べて母親ときょう

だいの自己概念は有意に高く、利用者と父

親は差がなかった。これらの結果は、家族

構成員により自己概念に対する障害の影響

は異なり、訓練前においても、訓練中にお

いても、異なる支援方法が必要であること

を示唆する。   

また、きょうだいが「利用者の将来」を

心配していたことが明らかになり、訓練終

了後にも、利用者のみならず家族も視野に

入れた支援が必要と考えられた。 

「調査 2」の回収率は 3割程度であり入

所者の家族の状況を代表するとは言い難い

が、回答者については、予測した「入所者

ときょうだいの関係が希薄であること」「親

亡き後の関係が薄いこと」は否定された。

しかし、未成年のきょうだいも保護者から

「後見人」と考えられており、きょうだい

自身からも「親亡き後の心配」「障害につい

ての情報不足」が回答されたことは、入所

者の将来を見据えた情報提供を、未成年の

きょうだいにも行う必要があることを示唆

する。 

また、以下の３点が示唆された。 
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１）「親子の会話がオープンである」と回答

したきょうだいが多かったにもかかわらず、

障害に関する説明については親子の回答は

ほとんど一致せず、親からの期待を、きょ

うだいは実質以上に感じる傾向があった。

したがって、特に、入所者の将来について

親子で話しをする機会を作り、親子で共に

将来計画を立てることが有効と考えられる。 

２）未成年のきょうだいは入所者の将来の

見通しや社会資源に関する情報提供に乏し

かったが、きょうだい会のような機会への

参加希望者は少なかったことから、パンフ

レットなどの準備及び保護者に伝達方法を

教示することが有効であると考えられる。

ただし、経験したことがないために要望を

しない可能性もあるため、きょうだいに対

する直接的な支援及び家族に対する支援を

試行し、必要性と有効性を確認する価値は

あると考えられる。 

３）母親の自己概念のうち、特に、「入所者

との関係」と「援助」領域の得点が低かっ

たことは、母親は、入所した子どもに対す

る役割が、子どもが成人しても確立しにく

く、支援が必要であると考えられる。 

 先行研究では「きょうだい関係がよい場

合に質問紙法による調査では、回答率が高

いこと」が指摘されているため、回答を得

られなかった家族については、別の支援方

法を検討する必要もあると考えられる。 

「調査 3」では、回答者のすべてが入所

者の将来への不安を自由回答欄に記述し、

ほとんどがきょうだいへの負担を記述した。

パンフレットは課題の所在を整理し対処方

法の方向性を示すように設計したが、不安

を解消することはできなかったと考えられ

る。また、親ときょうだいの話し合いや、

きょうだい同士のグループワークに発展す

ることも、直接にはなかった。したがって、

課題を整理した後の対処の支援方法を検討

することは今後の課題である。 

 

E．結論 

１．重度知的障害者の地域生活移行に関す

る研究 

障害児入所施設(秩父学園)において、１８

歳以上の年齢超過者５４名を対象とし、研

究期間内の地域生活移行群（１５名）と非

移行群（３９名）を対象に、環境因子とし

て「地域生活移行に対する家族の理解」に

関するアンケートを用いて調査し、個人因

子として心身機能を大島分類改訂版および

異常行動チェックリスト日本版を用いて調

査した。結果、今回検討した大島分類改訂

版および異常行動チェックリスト日本版ス

コアは移行群、非移行群で有意な差はなく、

環境因子(地域移行に関する家族の理解と

要望)の関与が推定された。今後、地域移行

支援・フォローアップシステムを活用する

ことで家族の信頼を得ながら地域生活移行

を推進していくことが重要と考える。 

 

２．軽度～正常境界域の知的障害者の地域

生活移行についての研究 

発達障害を伴う軽度知的障害者に対して

は、従来の発達障害を伴わない知的障害者

や知的障害を伴わない発達障害者に対する

支援手法とは異なる手法の開発の必要性を

考えた。そこで、障害福祉サービスとして

の就労移行支援の枠組みに則し、「施設内訓

練」、「行事参加」、「職場実習」という 3つ

の場を支援フィールドとして、体験と体験

の意味づけの支援を繰り返し行いながら
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「自己理解」、「他者理解」、「社会的規範の

理解」の促進を図る支援モデルと支援プロ

グラムの開発を行った。この支援モデルに

もとづいて６名に対して支援を行った結果、

支援継続中の１名を除く５名全員が就職と

いう帰結が得られたほか、支援期間の短縮

化が図られるなど、その有用性が示唆され

た。軽度知的障害を伴う発達障害成人にお

いては、体験と体験の意味づけをとおした

支援を積み重ねることが生活体験の乏しさ

やイメージをもつことの苦手さ、三段論法

などの論理的思考の苦手さを補う支援手法

として有効であったことが推察された。研

究期間内には６名の検討しか得られなかっ

たが、さらに事例を積み重ねて支援モデル

にもとづいた支援の効果検証と、標準的な

支援プログラムの策定が今後の課題である。 

 

３．発達障害者支援のための ICF-Based ア

セスメント開発の試み 

 開発したアセスメントを就労支援中の発

達障害者２１名および統制群２１名に対し

て施行し、両群に有意な差を認めた。また

発達障害の本人評価と支援者による他者評

価では、支援者が当事者の認識よりもニー

ズを低く見積もっているか、ニーズを拾い

きれていないことが示唆された。軽度知的

障害を伴う発達障害者の日常生活上の支援

ニーズを把握するためには、ある程度構造

化した方法で系統的に行う必要があり、ま

た、介入の効果測定をするためには、初期

評価時に自己評価と支援者評価の差の傾向

を把握しておくことは、重要である。 

 
４．知的障害者の生活の補完的手段の研究 
軽度知的障害を伴う発達障害者の就労に

役立つことが期待される 68 の個別支援ツ

ールを抽出し、縦軸を ICF の心身機能、横

軸を活動参加とする支援ツールマップを開

発した。 

 

５．入所重度知的障害者のきょうだいの課

題と自己概念 

重度群（５０例）および軽度群（１２例）

について、その家族（両親、同胞）を対象

に調査を実施した。重度群ではきょうだい

の課題は、「（入所前および帰省時における）

入所者の家庭での行動」「親亡き後の後見」

について多くあげられたが、家族支援のニ

ーズが指摘された項目は、きょうだいから

が母親からよりも有意に少なかった。また、

対照群に比べて母親の自己概念は有意に低

かったが、きょうだいと父親の自己概念に

は有意差はなかった。軽度群については、

本人と母親の自己概念は支援後に変化が認

められたが、父親ときょうだいには変化は

認められず、支援終了後にきょうだいの心

配がもっとも高かった項目は「当事者の将

来（結婚、住居、仕事）」であった。この結

果を受け、重度群のきょうだいに「障害者

の将来の生活」に関してパンフレットを作

成し提供したところ情報提供への評価は高

かった。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

研究成果の刊行に関する一覧表参照 

 

2．学会発表 

１）車谷洋，深津玲子，青年期にある発達

障害者の体力に関する調査．第 53回日

本児童青年精神医学会総会，東京，
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４）四ノ宮美惠子，小林菜摘，深津玲子，
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の就労支援（Ⅰ）－青年期発達障害者
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モデル事業から－，日本発達障害学会

第 47回研究大会，横浜，2012-08-12 

５）小林菜摘，四ノ宮美惠子，深津玲子，

障害福祉サービスにおける発達障害者

の就労支援（Ⅱ）－就労支援モデル検

証の試み－，日本発達障害学会第 47回

研究大会，横浜，2012-08-12，優秀賞
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林菜摘，青年期発達障害者の運動能力

に関する研究，第 46回日本作業療法会
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９）北村弥生、上田礼子. 入所知的障害者

のきょうだいの課題と対処方法、日本
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表 1 本研究期間における地域移行者数 

 

 

 

 

 

 

年齢 性別 在籍年数 区分 診断名 入所形態 入所理由 移行場所 種別

1 52歳 女 41年 ー 知的障害、ＳＬＥ、全盲 契約 養育困難 栃木県 重心施設

2 19歳 男 3年 5 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

3 19歳 女 5年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

4 40歳 男 33年 4 知的障害、自閉症 契約 養育困難 東京都 入所施設

5 28歳 男 15年 5 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

6 47歳 男 40年 6 ダウン症候群 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

7 30歳 男 19年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

8 38歳 男 26年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

9 28歳 男 16年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 群馬県 入所施設

10 19歳 女 4年 5 知的障害 措置 養育困難 埼玉県 家庭

11 20歳 男 15年 6 ダウン症候群 措置 養育拒否 埼玉県 入所施設

12 26歳 男 12年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

13 22歳 男 13年 6 知的障害 契約 養育困難 埼玉県 入所施設

14 40歳 男 32年 6 ダウン症候群 契約 養育困難 埼玉県 重心施設

15 39歳 男 27年 6 知的障害、自閉症 契約 養育困難 千葉県 入所施設

16 24歳 女 7年 4 知的障害、自閉症 契約 養育困難 東京都 入所施設

17 35歳 女 18年 6 知的障害、アンジェルマン症候群 契約 養育困難 東京都 入所施設



 

  

図１

   

表

図１ 就労移行支援モデル

表 2 E事例の支援項目（訓練内容）

就労移行支援モデル

事例の支援項目（訓練内容）

就労移行支援モデル 

事例の支援項目（訓練内容）

13

事例の支援項目（訓練内容） 
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青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル事業Ⅰ 

－支援の実施状況－ 

 

水村 慎也１） 四ノ宮 美恵子１） 小林 菜摘１） 深津 玲子２） 車谷 洋２） 

1）国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局  

2）国立障害者リハビリテーションセンター 研究所 発達障害情報センター 

 

1. はじめに 

成人の発達障害者に対する福祉サービスの支援手法については、確立したものがないのが現状で

ある。当センターでは、青年期にある発達障害者を対象に地域での就労を含めた自立生活を実現す

るための支援サービスモデルを確立することをねらいとして、平成 20年度から 3年間モデル事業を

実施したので、その実施概要を報告する。 

2. 本モデル事業対象者 

1) 対象者 

埼玉県発達障害者支援センターにて相談の対象となった青年期発達障害者の中から、通所が可能

でモデル事業の趣旨、並びに臨床研究への協力について同意した高等学校卒業あるいは同等以上の

学力を有する就労を希望している者を対象とした。 

2) 対象者の概要 

 モデル事業の参加者は 11名（男性 9名、女性 2名、平均年齢 24.1歳）で、その概要は、以下の

とおりであった。 

ｱ.診断名（DSM-Ⅳによる） 

特定不能の広汎性発達障害 6名、アスペルガー障害 3名、自閉性障害 2名であった。 

ｲ.学歴および職歴 

  最終学歴は、中学校卒業 2名、高等学校卒業 4名、専門学校卒業 3名、高等専門学校卒業 1名、

大学卒業 1名であったが、うち 6名が中途退学者であった。アルバイトを含む職歴がある者は 5

名であったが、その全員が就労経験を失敗体験として捉えていた。 

3. 支援結果 

1）支援期間 

訓練実施期間は、3月から22月までと大きなばらつきがみられた。 

2）アセスメント結果 

ｱ.生活リズム 

昼夜逆転、睡眠時間の不足等、何らかの生活リズムの課題を有しており、多くは昼夜を問わず

ネットやゲームに時間を費やしていた。 

ｲ.健康管理・身辺管理 

体調や疲労に配慮しながら行動するなど、結果を予測して自己管理することは共通して困難で

あった。また、身体バランスの悪さや力を加減するなどの身体調整力の低さも、共通してみられ

る課題であった。 
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ｳ.コミュニケーション 

コミュニケーション行動に関して何らかの課題が認められるという点では、全体に共通してい

るが、指示理解や表出に関しての特性や課題はまちまちであった。 

ｴ.作業能力 

    職歴の有無に関わらず、日常生活の多様な体験の不足が作業遂行上の支障となっていた。初め

て体験する課題では作業速度、作業量などに関して極めて低い結果を示すが、一度体験すると向

上していく傾向がみられた。 

ｵ.家族関係 

    大半の事例でご家族も本人の言動にとまどい、家族としてどのように対応していくべきかわか

らず苦慮している様子がうかがわれた。 

4. 支援内容 

当センターは障害福祉サービス事業である自立訓練、並びに就労移行支援を多機能型で実施して

いることを踏まえて、アセスメント結果に基づき、両サービスの中から必要な支援項目を個別支援

計画書に盛り込んで支援を行った。 

1）自立訓練（身辺管理、調理、買い物、金銭管理、メモの活用、スケジュール管理、マナー等） 

2）就労移行支援 

ｱ.技能習得訓練（事務、機械製図、組立、クリーニング） 

ｲ.職場体験訓練（郵便物の仕分け、ファイリング、消耗品の在庫管理等、清掃、模擬店出店等） 

ｳ.センター内外職場実習、就労マッチング支援、及び職場定着支援 

3）作業療法 

4）リハビリテーション体育 

5）社会的支援（面接、家族や支援機関との連絡・調整等） 

6）地域連携（発達障害者支援センター、障害者就業・生活支援センター、ハローワーク等の地域支 

援機関との連携、定期的な合同カンファレンス開催による個別支援計画の作成） 

5. 帰結 

医学的理由により訓練中止となった 1名を除いた 10名の帰結は、就職 5名、在宅生活及び就職

活動継続 2名、進学 1名、訓練継続中 2名であった。 

6. 考察 

多様な障害特性や生活歴等の状況から、より個別性に重きをおいたプログラムの提供が必要であ

った。また、円滑な支援を進める上では、支援開始当初から地域関係機関との連携体制を整え、支

援ニーズを共有していくことが有効であった。場面や状況が変化することにより生活上の支援課題

があとになってみえてくることも多いことから、自立訓練から就労移行支援へという一方向的な支

援の流れにはなじみにくく、同時並行またはスパイラルに展開できる仕組みが必要であると考えら

れた。多様な課題の背景に生活体験の乏しさがあることが明らであり、個人内の能力のばらつきが

大きいことや、訓練を通して問題解決方略を学習してもその般化が極めて困難であるため、従来の

技能習得を前提にした訓練体系では効果が得られにくいことが示唆された。そこで、多様な体験中

心の訓練体系へのパラダイムシフトが有効であると考えられた。地域支援機関との連携による長期

的な支援体制の構築、職場開拓の強化、並びに家族支援体制の確立が今後の課題である。 
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青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル事業Ⅱ 

－小グループによる支援の試み－ 

 

小林 菜摘１） 四ノ宮 美恵子１） 水村 慎也１） 深津 玲子２） 車谷 洋２） 

１） 国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局 

２） 国立障害者リハビリテーションセンター 発達障害情報センター 

 

Ⅰ．目的 

青年期において初めて発達障害との診断を受けた、当モデル事業の利用者を対象に、「他者と協同し

て作業をすること」を目的に、文化祭で協同して模擬店を出店するという場面を用いて、小グルー

プ訓練を実施した。そこで、試行した段階的なアプローチによるプログラムの内容と効果につい

て考察する。 

Ⅱ．方法 

1）対象者 

青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル事業の利用者 A、B、C の 3 名。

DMS-Ⅳによる診断名は、それぞれ、特定不能の広汎性発達障害・アスペルガー障害・自閉性障害

で、WAIS-Ⅲによる知的機能（FIQ）は 75～127であった。いずれも学校生活において、行事へ役

割を持ち主体的に参加する機会を得ておらず、集団での行事に参加することに対して苦手意識を持

っていた。 

2）手続き 

 はじめに、文化祭のイメージを持ちすいように、導入として、「お菓子を手作りし、いつもお世話

になっている職員をもてなす」という作業体験の場を個別に設けた。そこでは、支援員は利用者と

支援者の二者間で協力して調理し、それを第三者に提供しもてなすことで、「他者と協同して作業す

る」状態と、模擬店の基本的要素である「商品を提供し、客をもてなす」ことを体験的に理解する

ことを目標に介入を行った。次に、模擬店の企画から出店までの一般的な手続きから抽出した表 1

の活動課題に関して、支援員はファシリテーター的役割を担い、表 2の活動の手続きに則り介入を

行った。各活動課題に対しては、課題の特性に応じて課題遂行場面を、話し合いの場を持つグルー

プミーティング、または実際の作業を行うグループ作業に振り分け実施した。 

 

活動課題 活動課題 活動課題
1．模擬店内容と店名の決定 ④ 9．店内装飾の製作 17．買い出し

2．模擬店出店の目標の設定 10．販売方法の決定 18．接客等の事前練習

3．活動のルール設定 11．販売に必要な物の作成 19．販売商品の製作

4．当日までのスケジューリング 12．展示物の内容の決定 20．開店準備

5．メニューの詳細の決定 13．展示物の作成 21．当日の活動

6．メニュー該当品の価格調査 14．宣伝広告の企画 22．閉店後の片付け

7．諸経費の算出 15．宣伝広告の作成 23．反省会

④ 8．店内のレイアウトの決定 ⑧ 16．必要な物のリストアップ 24．売り上げの集計

①

表1．活動課題

③

⑧
⑤

⑦

⑥
⑨

⑩

②
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Ⅲ．結果 

200X年 7月～200X年 10月の約 4ヶ月間に 60分を 1コマとし、計 73コマの介入を行った。その

結果、個人差はあるものの表 3、表 4のような気づきと行動の変化がみられた。そして、文化祭直

後にメンバーが記述した感想文には文化祭の心的体験として表5のような記述が見られた。 

 

 
Ⅳ．考察 

実際の体験における自己の視点と他者の視点を整理し共有していく手続き（表 2の 2～4）によっ

て介入したことで、体験の意味付けがなされ、協同作業に関する気づきが挙がったものと考えられ

た。さらに、協同作業における個人の行動のフィードバックを行い、適応的な行動モデルを各自の

実際の体験から再構築する（表 2の 5～6）手続きによって、行動の変化が生じたものと考えられた。

また、他者と円滑に協同し文化祭に参加したことで、「行事に参加する」という体験が「楽しい体験」

につながったものと考えられた。 

今後の課題としては、今回のプログラムの結果で得られたような気づきや行動の変化が長期的に

定着していくためのプログラムの検討が挙げられる。 

内容 メンバーの達成目標 ファシリテーターの介入目標

1．セッティング これから展開する体験について、枠組みと目的を理解する
協同作業を体験するための、メンバーが主体的に活動できる場面
設定を行い、これから展開する体験の枠組みの理解を促す

2．体験 各活動課題に他者と協同で取り組む できるだけメンバーが主体的に活動し、協同作業が進むようにメン
バー間の円滑油的役割を果たす

3．個人の体験の
整理

体験の全体にわたる人物間の関係や状況に
ついて、個人の一環した視点で把握する

体験の全体にわたる人物間の関係や状況について組織化し、本人
個人の一環した視点で整理するための個別の介入を行う

4．他者の視点を
取り入れる

同じ体験を共有した、他メンバーの自分と異
なる視点を受け入れる

メンバーがミーティングで個人の心的体験を語り、同じ場面で相互
に異なる心的体験をしていることについての理解を促す

5．体験の一般的
水準での意味づけ

「他者と協同で作業する」という体験を一般
的水準で理解する

メンバーが「協同して作業する」状態について、一般的水準での理
解ができるように促す

6．今後の課題の
整理

協同作業を成功させるための適応的な行動
モデルを構築する

個人が自身の協同作業をする際の苦手さに気付き、適切な行動モ
デルを、体験から構築できるように個別の介入を行う

7．フィードバック メンバーの苦手さや適応的な行動モデルを共有し、他者の意見や工夫を取り入れる
メンバーが、個人の課題と適応的な行動モデルについて語り、相互
に適応的な行動についての意見や工夫を共有できるように促す

表2．グループ活動の手続き

気づき A－B－C 行動 A－B－C
1．男女差 1．作業時に役割分担をしようとする
2．経験の差 2．他者の行動よって自分の行動を調整する
3．能力の違い 3．他者の作業スピードに合わせる
4．立場の違い 4．相互に能力を補おうとする
5．相互の行動パターンの特徴 5．他者の作業状況を把握しようとする
6．相互の役割を理解する必要性 6．相互の作業スペースを調整する
7．報告と連絡の必要性 7．作業時に報告・連絡をしようとする
8．作業の区切りを把握する必要性 8．他者を手伝う
9．作業の分担をあらかじめ決める必要性 9．他者に手助けを求める
10．作業全体の把握の必要性 10．作業の全体を把握しようとする

表3．協同作業に関する気づき 表4．介入後にメンバーに見られた変化

注：○項目に関する気づきがあったもの
　　 ●項目に関する気づきがなかったもの

注：○項目に関する変化が見られたもの
　　 ●項目に関する変化が見られなかったもの

A

B

C

「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づくりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできてよ
かったと思います」

「おいしく食べてもらえてとても嬉しかったです」
「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとても楽しい一日でした」

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言えるでしょう」
「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機会があったらやりたいです」

表5．感想文からの記述
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青年・成人期にある発達障害者の運動能力 

 

車谷洋 1）、深津玲子 1）、四ノ宮美恵子 2）、水村慎也 2）、小林菜摘 2） 

1）国立障害者リハビリテーションセンター 研究所 発達障害情報センター 

2）国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局 

 

【はじめに】 

学童期にある発達障害児は身体的な不器用さがあり、運動能力が低い傾向にあるとの報告は散見

される。また、青年・成人期にある発達障害者（以下、青年期発達障害者）においても、身体的な

不器用さがあるとの報告もある。 

著者らは、青年期発達障害者に対して就労支援を実施する中で、身体的な不器用さだけでなく、

体力や運動能力が低いと考えられる状況もしばしば経験する。しかし、青年期発達障害者の運動能

力を調査した報告はなく、その傾向は明らかにされていない。 

よって、本研究の目的は、青年期発達障害者の運動能力を調査することである。 

 

【対象と方法】 

青年期発達障害者6名（男性5名、女性1名）を対象とした。対象者の年齢は23.0±2.4歳、診

断名は特定不能広汎性発達障害が4名、アスペルガー障害が1名、自閉性障害が1名であった。学

歴は専門学校卒業が2名、短期大学中退が1名、大学中退が2名、大学卒業が1名であり、職歴は

アルバイト経験もない者が4名、アルバイト経験のみの者が1名、常勤経験のある者が1名であっ

た。知能検査結果はVIQが 70-116、PIQが 54-110、FIQが 60-116であり、全例VIQが PIQより高か

った。 

これらの対象者に対して、運動能力の調査を実施した。運動能力の調査には、文部科学省が実施

している体力・運動能力調査の新体力テスト（20-64歳対象）および観察による動作遂行能力の評

価を用いた。 

体力・運動能力調査の新体力テストは、握力、上体おこし、反復横跳び、長座体前屈、立ち幅跳

び、急歩の6種目で構成され、得られた結果は、同年代の平均値と比較した。 

観察による動作遂行能力の評価は、青年・成人期では動作遂行が可能である歩行、横歩き、継ぎ

足歩行、スキップ動作などを行い、その動作遂行の可否を調査した。 

 

【結果】 

体力・運動能力調査の結果より、対象者の運動

能力は同年代の平均値よりも低い傾向であること

が明らかとなった（図1-6）。また、動作遂行能力

の結果から、60～72月齢で達成可能である継ぎ足

歩行やスキップ動作が困難な者がいた（表1）。 

  

表1 動作遂行能力

歩行 6 0

横歩き 6 0

後歩き 6 0

継ぎ足歩行 4 2

スキップ動作 2 4

片脚ｹﾝｹﾝ（10回連続） 6 0

動作可能 動作困難

（人）
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発達障害者を対象とした小グループでの就労支援に向けた 
支援プログラムの試み 

 
 
○小林 菜摘（国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局 就労支援員） 
四ノ宮 美恵子（国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局） 
水村 慎也（国立障害者リハビリテーションセンター 自立支援局） 
深津 玲子（国立障害者リハビリテーションセンター 発達障害情報センター） 
車谷 洋（国立障害者リハビリテーションセンター 発達障害情報センター） 
  
１  目的 

国立障害者リハビリテーションセンター（以下

「国リハセンター」という）では、平成20年度か

ら平成22年度まで、埼玉県発達障害者支援セン

ターまほろば等との連携により、「青年期発達障

害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル

事業」を実施した。 

その中で、当モデル事業の利用者を対象に、

「他者と協同して作業をすること」を目的に、文

化祭で協同して模擬店を出店するという場面を用

いて、小グループ訓練を実施した。そこで、試行

した段階的なアプローチによるプログラムの内容

と効果について考察する。 

 尚、この文化祭は自由参加であり、参加者が主

体的に企画運営を行うことが求められている。 

 

２ 方法 

（1）対象者 

モデル事業の利用者A、B、Cの3名。DMS-Ⅳによ

る診断名は、それぞれ、特定不能の広汎性発達障

害、アスペルガー障害、自閉性障害で、WAIS-Ⅲ

によるFIQは75～127であった。いずれも学校生活

において、行事へ役割を持ち主体的に参加する機

会を得ておらず、集団での行事に参加することに

対して苦手意識を持っていた。 

 

（2）手続き 

 ①導入 

はじめに、文化祭への参加の動機づけを高める

ことを目的に、「お菓子を手作りし、いつもお世

話になっている職員をもてなす」という作業体験

の場を個別に設けた。そこでは、支援員は利用者

と支援者の二者間で協力して調理し、それを第三

者に提供しもてなすことで、「他者と協同して作

業する」成功体験を得ることと、模擬店の基本的

な要素である「商品を提供し、客をもてなす」こ

とを体験的に理解することを目標に介入を行った。 

さらに、その他者と協同作業する成功体験をも

とに、文化祭の参加への目的を明確化するための、

個別の話合いの場面を設けた。 

 

②グループ介入 

つぎに、模擬店の企画から出店までの一般的な

手続きから抽出した表1の活動課題に関して、支

援員はファシリテーター的役割を担い、図2の介

入の手続きに則り行った。各活動課題に対しては、

課題の特性に応じて課題遂行場面を、話し合いの

場を持つグループミーティング、または実際の作

業を行うグループ作業に振り分け実施した。また、

ファシリテーターの役割を担う支援員は、各段階

において図3のメンバーの達成目標にそって介入

を行った。 

 

 

① 企画（模擬店内容と店名の決定、目標の決定） ⑥ 展示物の内容の決定と作成

② 活動のルール設定と当日までのスケジューリング ⑦ 宣伝広告の企画と作成

③ メニューの決定と諸経費の算出 ⑧ 買い出し等事前準備

④ レイアウトの決定と装飾制作 ⑨ 文化祭当日の作業

⑤ 販売方法の決定と必要な様式の作成 ⑩ 反省会と売上の集計

表1．活動課題表１ 活動課題 



 

 

メ
ン
バ
ー
の
目
標

フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
の
役
割

 

３ 

平成

とし、計

差はあるものの表

変化がみられた。そして、文化祭直後にメンバー

が記

表2　協同作業に関する気づき

1．男女差

2．経験の差

3．能力の違い

4．立場の違い

5．相互の行動パターンの特徴

6．相互の役割を理解する必要性

7．報告と連絡の必要性
8．作業の区切りを把握する必要性

9．作業の分担をあらかじめ決める必要性

10．作業全体の把握の必要性
(注)○:当該項目に関する気づきが見られたもの
　　 ●:当該項目に関する気づきが見られなかったもの

表２

メンバー間の
潤滑油的役割

各活動課題に他者と
協同で取り組む
各活動課題に他者と
協同で取り組む

体験の枠組みと
目的の理解

主体的に活動できる
場面設定をし、体験の
枠組みの理解を促す

 結果 

平成2X年7月

とし、計73コマの介入を行った。その結果、個人

差はあるものの表

変化がみられた。そして、文化祭直後にメンバー

が記述した感想文に

表2　協同作業に関する気づき

1．男女差

2．経験の差

3．能力の違い

4．立場の違い

5．相互の行動パターンの特徴

6．相互の役割を理解する必要性

7．報告と連絡の必要性
8．作業の区切りを把握する必要性

9．作業の分担をあらかじめ決める必要性

10．作業全体の把握の必要性
(注)○:当該項目に関する気づきが見られたもの
　　 ●:当該項目に関する気づきが見られなかったもの
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相互理解を促す

他メンバーの異なる
視点を受け入れる

各活動課題に他者と各活動課題に他者と

体験を一貫した
個人の視点で把握

主体的に活動できる
場面設定をし、体験の
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事実の整理

月年10月の約
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述した感想文に表5のような記述が見られた。

表2　協同作業に関する気づき
気づき

5．相互の行動パターンの特徴

6．相互の役割を理解する必要性

7．報告と連絡の必要性
8．作業の区切りを把握する必要性

9．作業の分担をあらかじめ決める必要性

10．作業全体の把握の必要性
(注)○:当該項目に関する気づきが見られたもの
　　 ●:当該項目に関する気づきが見られなかったもの

図２ 介入の手続き

図３ 各段階における介入目標

協同作業に関する気づき

苦手さへの気づき
適応的な行動モデル
の構築を促す

他メンバーの異なる
視点を受け入れる

適応的な行動モデル
の構築

体験の一般的
水準における理解

体験の組織化と、
主観的事実と客観的

協同作業の体験に関して
一般的水準での理解を促す

月の約4ヶ月間に

コマの介入を行った。その結果、個人

3のような気づきと行動の

変化がみられた。そして、文化祭直後にメンバー

のような記述が見られた。

表2　協同作業に関する気づき

5．相互の行動パターンの特徴

6．相互の役割を理解する必要性

8．作業の区切りを把握する必要性

9．作業の分担をあらかじめ決める必要性

10．作業全体の把握の必要性
(注)○:当該項目に関する気づきが見られたもの
　　 ●:当該項目に関する気づきが見られなかったもの

介入の手続き

各段階における介入目標

協同作業に関する気づき 

苦手さへの気づき
適応的な行動モデル

相互理解を促す

適応的な行動モデル
の構築

水準における理解

協同作業の体験に関して
一般的水準での理解を促す

他者の意見や
工夫をとりこむ

フィードバック

6

ヶ月間に60分を1コマ

コマの介入を行った。その結果、個人

のような気づきと行動の

変化がみられた。そして、文化祭直後にメンバー

のような記述が見られた。

A－B－C

(注)○:当該項目に関する気づきが見られたもの
　　 ●:当該項目に関する気づきが見られなかったもの

介入の手続き 

各段階における介入目標 
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他者の意見や
工夫をとりこむ

フィードバック

6

 

コマ

コマの介入を行った。その結果、個人

のような気づきと行動の

変化がみられた。そして、文化祭直後にメンバー

のような記述が見られた。 

 

 
表

A

B

C

 

４

 

デル事業の利用

心とした職場に、

定型業務をグループで行う職場に、

としてそれぞれ就職した。

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

ている。

 

５

基に、文化祭の参加への目的を

個別の話合いの場面を設けたことにより、

で模擬店を出店することへの肯定的

築され、

ま

の

整理し共有していく手続き（

A－B－C

表3　介入後に見られた変化

1．作業時に役割分担をしようとする

2．他者の行動よって自分の行動を調整する

3．他者の作業スピードに合わせる

4．相互に能力を補おうとする

5．他者の作業状況を把握しようとする

6．相互の作業スペースを調整する

7．作業時に報告・連絡をしようとする
8．他者を手伝う

9．他者に手助けを求める

10．作業の全体を把握しようとする
(注）○：当該項目に関して変化が見られたもの
　　  ●：当該項目に関して変化が見られなかったもの

表４

表３

表 4．感想文の記述からの抜粋

A 
「おいしく食べてもらえてとても嬉しかったです」
「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとて
も楽しい一日でした」

B 
「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づ
くりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできて
よかったと思います」

C 

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言える
でしょう」 
「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機
会があったらやりたいです」

４ 帰結の状況

 対象者3名は、

デル事業の利用

心とした職場に、

定型業務をグループで行う職場に、

としてそれぞれ就職した。

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

ている。 

５ 考察 

導入において、他者と協同作業する成功体験を

基に、文化祭の参加への目的を

個別の話合いの場面を設けたことにより、

で模擬店を出店することへの肯定的

築され、その後のグループ活動への参加

まったものと考えられた

グループ介入においては

の実際の体験における自己の視点と他者の視点を

整理し共有していく手続き（

表3　介入後に見られた変化

1．作業時に役割分担をしようとする

2．他者の行動よって自分の行動を調整する

3．他者の作業スピードに合わせる

4．相互に能力を補おうとする

5．他者の作業状況を把握しようとする

6．相互の作業スペースを調整する

7．作業時に報告・連絡をしようとする
8．他者を手伝う

9．他者に手助けを求める

10．作業の全体を把握しようとする
(注）○：当該項目に関して変化が見られたもの
　　  ●：当該項目に関して変化が見られなかったもの

表４ 各段階における介入目標

表３ 介入後に見られた変化

．感想文の記述からの抜粋

「おいしく食べてもらえてとても嬉しかったです」
「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとて
も楽しい一日でした」 

「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づ
くりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできて
よかったと思います」 

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言える

「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機
会があったらやりたいです」

帰結の状況 

は、いずれも

デル事業の利用期間を経て、

心とした職場に、Bは軽作業と事務処理を含んだ

定型業務をグループで行う職場に、

としてそれぞれ就職した。

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

導入において、他者と協同作業する成功体験を

基に、文化祭の参加への目的を

個別の話合いの場面を設けたことにより、

で模擬店を出店することへの肯定的

その後のグループ活動への参加

ったものと考えられた

グループ介入においては

実際の体験における自己の視点と他者の視点を

整理し共有していく手続き（

表3　介入後に見られた変化
行動

1．作業時に役割分担をしようとする

2．他者の行動よって自分の行動を調整する

3．他者の作業スピードに合わせる

4．相互に能力を補おうとする

5．他者の作業状況を把握しようとする

6．相互の作業スペースを調整する

7．作業時に報告・連絡をしようとする
8．他者を手伝う

9．他者に手助けを求める

10．作業の全体を把握しようとする
(注）○：当該項目に関して変化が見られたもの
　　  ●：当該項目に関して変化が見られなかったもの

各段階における介入目標

介入後に見られた変化

．感想文の記述からの抜粋 

「おいしく食べてもらえてとても嬉しかったです」
「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとて

「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づ
くりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできて

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言える

「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機
会があったらやりたいです」 

いずれも14ヶ月～

経て、Aはライン作業を中

は軽作業と事務処理を含んだ

定型業務をグループで行う職場に、

としてそれぞれ就職した。個人差はあるもののい

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

導入において、他者と協同作業する成功体験を

基に、文化祭の参加への目的を明確化

個別の話合いの場面を設けたことにより、

で模擬店を出店することへの肯定的

その後のグループ活動への参加

ったものと考えられた。 

グループ介入においては、段階的に

実際の体験における自己の視点と他者の視点を

整理し共有していく手続き（図2の

表3　介入後に見られた変化

1．作業時に役割分担をしようとする

2．他者の行動よって自分の行動を調整する

3．他者の作業スピードに合わせる

4．相互に能力を補おうとする

5．他者の作業状況を把握しようとする

6．相互の作業スペースを調整する

7．作業時に報告・連絡をしようとする

10．作業の全体を把握しようとする
(注）○：当該項目に関して変化が見られたもの
　　  ●：当該項目に関して変化が見られなかったもの

各段階における介入目標 

介入後に見られた変化 

「おいしく食べてもらえてとても嬉しかったです」 
「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとて

「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づ
くりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできて

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言える

「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機

ヶ月～15ヶ月の当モ

はライン作業を中

は軽作業と事務処理を含んだ

定型業務をグループで行う職場に、Cは事務職員

個人差はあるもののい

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

導入において、他者と協同作業する成功体験を

明確化するための、

個別の話合いの場面を設けたことにより、文化祭

で模擬店を出店することへの肯定的イメージが構

その後のグループ活動への参加意欲が高

段階的に文化祭参加

実際の体験における自己の視点と他者の視点を

の2～4）によっ

A－B－C

2．他者の行動よって自分の行動を調整する

(注）○：当該項目に関して変化が見られたもの
　　  ●：当該項目に関して変化が見られなかったもの  

「当日は沢山の客に買ってもらえたし、接客もうまくできとて

「お店の流れなどを考えたりして、大変でしたが、お菓子づ
くりや当日のお店の仕事をやったりしてすごく楽しくできて

「買ってくれた人もみんな喜んでくれたので大成功と言える

「色々大変なことも多かったけど、楽しかったです。また機

当モ

はライン作業を中

は軽作業と事務処理を含んだ

は事務職員

個人差はあるもののい

ずれも職場での大きな問題はなく、就労を継続し

導入において、他者と協同作業する成功体験を

するための、

文化祭

イメージが構

意欲が高

文化祭参加

実際の体験における自己の視点と他者の視点を

）によっ

A－B－C



 27

て介入したことで、体験の意味付けがなされ、協

同作業に関する気づきが挙がったものと考えられ

た。そして、協同作業における個人の行動の

フィードバックを行い、適応的な行動モデルを各

自の実際の体験から再構築する（図2の5～6）手

続きによって、行動の変化が生じたものと考えら

れた。 

また、それらの協同作業における気づきや行動

の変化が生じたことにより、他者と円滑に協同し

文化祭に参加し役割を遂行できたことが、「行事

に参加する」という体験が「楽しい体験」につな

がったものと考えられた。 

対象者の帰結状況からは、他者と協同して作業

をするという成功体験を得たことにより、他者か

らの働きかけを肯定的に受け入れられるように

なったことが、その後の就職活動に良い影響をも

たらし、就労につながったものと考えられた。 

さらに、就労マッチング支援においては、本人

の作業能力、適性に加えて、今回の支援プログラ

ムで得られた個人の集団場面での行動特性を踏ま

えて、職場環境の選択を行った。その結果、個人

差はあるものの、無理なく就労が継続されている。

このことから、このような支援プログラムを行う

ことが、就労のマッチングをする上で有益な、集

団活動場面でのアセスメントとなる可能性が示唆

された。 

 今後の課題としては、今回の支援プログラム

の結果で得られたような気づきや行動の 変化が

長期的に定着していくためのプログラムの検討と、 

気づきや行動の変化を促すことが困難であった項

目に関する検討が挙げられる。 
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 障害福祉サービスにおける発達障害者の就労支援（Ⅰ） 
 

－青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル事業から－ 
○四ノ宮美恵子  小林菜摘   深津玲子 

                   (国立障害者リハビリテーションセンター) 
就労移行支援  就労支援モデル 体験学習 

 

【はじめに】 
 発達障害者の就労支援に関しては、労働施策の中ですでに
様々な取り組みがなされてきているが、発達障害者支援セン
ターや障害者就業・生活支援センターなどにおける成人期発
達障害者の相談内容として、依然就労に関することが高い割
合を占めており、今後は就労移行支援事業での取り組みに対
するニーズも高くなっていくことが予想される。しかしなが
ら、障害福祉サービスとしての支援手法については、確立し
たものが少ないのが現状である。 
 そこで、国立障害者リハビリテーションセンターにおいて
実施した「青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に
関するモデル事業」の実践にもとづいて、障害福祉サービス
における発達障害者の就労支援の１モデルを考案したので、
それを報告するとともに今後の課題について考察する。 
【支援モデル考案までのプロセス】 
「青年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関する
モデル事業（以下、モデル事業）」の参加者 11 名に対して、
アセスメント結果を踏まえて個別支援計画を作成し、就労移
行支援を中心としたサービスの提供を行った。これらの過程
の中で、支援ニーズの抽出、ニーズに対する支援プログラム
の試行、モニタリングをとおした支援プログラムの修正と支
援プログラムの体系化などを経て、支援モデルを考案した。
支援ニーズについては、ＩＣＦの「活動と参加」および「環
境因子」にもとづいて抽出を行ったうえで、「就労」を支援目
標として、支援ニーズから下位目標の設定と支援プログラム
の整備を行った。 
＜対象者の概要＞ 
 モデル事業に参加した 18 歳から 38 歳までの男性 9 名、女
性 2名の計 11 名（平均年齢 24.1 歳）。ＤＳＭ－Ⅳによる診断
名は、特定不能の広汎性発達障害 6 名、アスペルガー障害 3
名、自閉性障害 2 名であった。知的には、PIQ で 70 未満が 4
名、境界級が 3 名、平均下範囲が 2 名、平均以上は 2 名であ
った。最終学歴は、中学卒業から大学卒業までであったが、
うち 6 名が中途退学者であった。職歴のある者は、アルバイ
トを含めると 5 名であった。うち、常用雇用による就労経験
がある者は 2 名であったが、いずれも就労期間は 2 年未満で
あった。 
【アセスメント結果】 
１．支援ニーズ  
＜活動と参加＞ 
（１）学習と知識の応用に関すること 
（２）一般的な課題と要求に関すること 
（３）コミュニケーションに関すること  
（４）運動・移動に関すること  
（５）セルフケアに関すること 
（６）家庭生活に関すること 
（７）対人関係に関すること 
（８）主要な生活領域に関すること 
＜環境因子＞ 
（１）自然環境と人間がもたらした環境変化  
（２）支援と関係  
（３）態度 

【就労支援の下位目標設定】 
 支援プログラムを整備するにあたり、「就労」という上位目
標の下で、それを達成するために必要と考えられる 3 つの下
位目標を設定した。 
①自己理解 ②他者理解 ③社会的規範の理解 
【支援内容】 
①日常生活訓練 ②作業療法 ③職業訓練 ④職場体験訓練 
⑤職場実習 ⑥就労マッチング支援 ⑦スポーツ訓練 ⑧心
理社会的支援（面接、家族支援、生活環境整備の支援など） 
⑨地域支援機関との連携 
【支援プログラム実施上の課題】 
 「就労」という上位目標と 3 つの下位目標の下で、支援ニ
ーズに対して、「どの場面で」「誰が」「どのように」介入する
かを検討し、順次支援プログラムを整備し試行した。試行の
結果、以下のプログラム実施上の共通課題が明らかとなった。 
（１）身辺管理から作業上の課題に至る支援ニーズの多様性 
（２）知識学習の汎用性の低さ 
（３）イメージの持ちにくさ 
（４）明快で統一した支援の文脈の必要性 
（５）体験学習の有用性と体験の振り返りによる意味づけの
支援の必要性 
（６）運動介入の必要性 
【支援モデルの考案】 
支援チームメンバーの協議によって、就労支援のモデルを
考案した。支援モデルの構成は以下のとおりである。 
（１）「施設内訓練」「行事参加」「職場実習」の 3つの体験場
面を支援のフィールドとする 
（２）「働くために（就労）」という統一した支援の文脈設定 
（３）「自己理解」「他者理解」「社会的規範の理解」を下位目
標とした支援プログラムの設定 
（４）体験学習と意味づけの支援を核とした支援プログラム
の設定 
（５）各下位目標に対して、らせん状の支援プログラムの設
定 
（６）地域支援機関との連携 
【帰結状況】 
 訓練継続中の 1名を除いた 10 名の帰結状況については、就
職 6 名、大学進学 1 名、就職活動継続 1 名、家庭復帰 1 名、
医学的判断による訓練中止が 1名であった。 
【考察】 
 モデル事業参加者に対する就労移行支援の試行によって、
障害福祉サービスにおける就労支援モデルを考案した。その
結果、支援者側の支援の文脈が統一され、就職を帰結とする
一定の成果が得られたものと考えられた。 
支援モデルに基づいた支援の効果検証と、標準的な支援プ
ログラムの策定が今後の課題である。 
【文献】 
世界保健機構（ＷＨＯ）(2008)，国際生活機能分類，中央法
規 
 
 
(SHINOMIYA Mieko, KOBAYASHI Natsumi, FUKATU Reiko)  
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 障害福祉サービスにおける発達障害者の就労支援（Ⅱ） 
 

－就労支援モデルの検証の試み－ 
○小林菜摘  四ノ宮美惠子  深津玲子 

                   (国立障害者リハビリテーションセンター) 
就労移行支援  就労支援モデル 体験学習 

 

【目的】 
  国立障害者リハビリテーションセンターで実施した「青
年期発達障害者の地域生活移行への就労支援に関するモデル
事業（以下、モデル事業）」では、「施設内訓練」「行事参加」
「職場実習」の 3つの体験場面を支援のフィールドとし、「働
くために（就労）」という統一した支援の文脈設定のもと、「自
己理解」「他者理解」「社会的規範の理解」を体験的に理解す
ることを下位目標とした、らせん状の支援プログラムを試行
してきた。それらを、障害福祉サービスにおける発達障害者
の就労支援の１モデルとして考案した。本研究では、事例検
討による就労支援モデルの有用性を検証することを目的とし
た。 
 
【方法】 
（1）事例概要 
 モデル事業利用者 A。男性。20 代前半。DMS-Ⅳによる診断
名は、特定不能の広汎性発達障害で、WAIS-Ⅲの結果はVIQ=96、
PIQ=79、FIQ=87 であった。また最終学歴は大学卒業で、アル
バイトを含む就労経験を有していなかった。 
訓練開始時においては、就労を希望するという発言はあっ
たものの、就労への動機付けを持っていなかった。 
（2）手続き 
 就労支援モデルの検証にあたっては、利用開始から 15 ヶ月
の支援期間を、表 1 のように支援における主たる体験場面の
設定に沿って 5 つの過程に区分した。そして、訓練の一環と
して、一ヶ月毎に支援過程における振り返りを記述してもら
った作文をもとに、各期毎の作文の記述から、単なる事実の
記述を除外した語りを文章単位で抽出し、KJ 法の手順に則っ
てカテゴリー化した。（グルーピング、カテゴリー化に関して
は、支援場面に関与していない心理職に依頼した。） 
 なお、個人情報保護のため、事例の特性を理解する上で支
障のない範囲で、個人が特定されるおそれのある記述につい
ては修正を加えた。 
 
表 1 支援過程の区分 

区分 期間 主な訓練内容 

第 1 期 0 ヶ月～3ヶ月 アセスメント 
施設内訓練（個別） 

第 2 期 4 ヶ月～8ヶ月 行事参加 

第 3 期 9 ヶ月～11 ヶ月 職場実習（3回） 

第 4 期 12 ヶ月～13 ヶ月 施設内訓練（グループ） 

第 5 期 14 ヶ月～15 ヶ月 就職活動 

 
 
 
 

【結果】 
 手続きに示した手順に従って、作文から単なる事実の記述
を除外した語りを文章単位で抽出した結果、語りの総数は109
個であった。それらは、表 2 のようなカテゴリーに統合され
た。 
 
表 2 各支援過程において抽出されたカテゴリー 

区分 カテゴリー 

第 1 期 自己に対する過大評価 

他者に対する過度な要求 

第 2 期 他者との受身的な相互作用 

他者への肯定的関心 

主観的事実と客観的事実の乖離への戸惑い 

限定的な近未来への展望 

第 3 期 社会的規範の認知 

社会的基準に基づいた自己認識 

社会的対応の必要性の認識 

自己の成長への気づき 

漠然とした自己の課題設定 

漠然とした将来像への言及 

第 4 期 体験から拡大した希望 

社会的規範の体験的学習 

他者との能動的な相互作用 

他者との意志疎通の困難さへの言及 

内省 

具体的な自己の課題の設定 

第 5 期 自立への言及 

自己の客観的評価 

就労に向けた自発的な課題設定 

日常生活における自発的な課題設定 

自己の特徴への関心 

 
【考察】 
 KJ 法に則って作文における語りを分析した結果、本事例に
おいては、支援モデルの下位目標である「自己理解」「他者理
解」「社会的規範の理解」に関する体験的理解が得られたこと
がうかがわれた。 
 このことから、「施設内訓練」「行事参加」「職場実習」の 3
つの体験場面による支援を通して、社会的文脈における各下
位目標に関して肯定的変化が見られたと考えられ、就労支援
モデルの有用性が検証された。 
 さらに、支援事例を積み上げて、就労支援モデルの有用性
の検証を行うことが今後の課題である。 
 
 
 
 
(KOBAYASHI Natsumi, SHINOMIYA Mieko, FUKATSU Reiko)  



 

 

30 



 31

発達障害者の就労支援モデルの検証の試み 
－Aさんの事例を通して－ 

 
○小林 菜摘 (国立障害者リハビリテーションセンター 就労支援員)      
四ノ宮 美惠子 (国立障害者リハビリテーションセンター)  
深津 玲子 (国立障害者リハビリテーションセンター) 
 
  
１．はじめに 
発達障害者の就労支援に関しては、労働施策の中
ですでに様々な取り組みがなされてきているが、発達
障害者支援センターや障害者就業・生活支援セン
ターなどにおける成人期発達障害者の相談内容とし
て、依然就労に関することが高い割合を占めており、
今後は就労移行支援事業での取り組みに対するニー
ズも高くなっていくことが予想される。しかしながら、障
害福祉サービスとしての支援手法については、確立し
たものが少ないのが現状である。 
 そこで、国立障害者リハビリテーションセンターにお
いて実施した「青年期発達障害者の地域生活移行へ
の就労支援に関するモデル事業」の実践にもとづいて、
障害福祉サービスにおける発達障害者の就労支援の
１モデルを考案した。 
（１） 就労支援モデルについて 
【支援モデル考案までのプロセス】 
「青年期発達障害者の地域生活移行への就労支
援に関するモデル事業（以下、モデル事業）」の参加
者11名に対して、アセスメント結果を踏まえて個別支
援計画を作成し、就労移行支援を中心としたサービス
の提供を行った。これらの過程の中で、支援ニーズの
抽出、ニーズに対する支援プログラムの試行、モニタリ
ングをとおした支援プログラムの修正と支援プログラム
の体系化などを経て、支援モデルを考案した。支援
ニーズについては、ＩＣＦの「活動と参加」および「環境
因子」にもとづいて抽出を行ったうえで、「就労」を支援
目標として、支援ニーズから下位目標の設定と支援プ
ログラムの整備を行った。 
【支援モデルの考案】 
支援チームメンバーの協議によって、就労支援のモ
デルを考案した。支援モデルの構成は以下のとおりで
ある。 
（１）「施設内訓練」「行事参加」「職場実習」の3つの体
験場面を支援のフィールドとする 
（２）「働くために（就労）」という統一した支援の文脈設
定 
（３）「自己理解」「他者理解」「社会的規範の理解」を
下位目標とした支援プログラムの設定 
（４）体験学習と意味づけの支援を核とした支援プログ
ラムの設定 
（５）各下位目標に対して、らせん状の支援プログラム
の設定 
（６）地域支援機関との連携 
【帰結状況】 
 訓練継続中の1名を除いた10名の帰結状況につい
ては、就職6名、大学進学1名、就職活動継続1名、家
庭復帰1名、医学的判断による訓練中止が1名であっ
た。 
 
 

２．目的 
  本研究では、先に述べた障害福祉サービスにおけ
る発達障害者の就労支援の１モデルの有用性を、事
例検討により検証することを目的とした。 

 

３．方法 
（1）事例概要 
 モデル事業利用者A。男性。20代前半。DMS-Ⅳによ
る診断名は、特定不能の広汎性発達障害で、WAIS-
Ⅲの結果はVIQ=96、PIQ=79、FIQ=87であった。また最
終学歴は大学卒業で、アルバイトを含む就労経験を
有していなかった。 
訓練開始時においては、就労を希望するという発言
はあったものの、就労への動機付けを持っていなかっ
た。 
（2）手続き 
 就労支援モデルの検証にあたっては、利用開始から
15ヶ月の支援期間を、表1のように支援における主たる
体験場面の設定に沿って5つの過程に区分した。そし
て、訓練の一環として、一ヶ月毎に支援過程における
振り返りを記述してもらった作文をもとに、各期毎の作
文の記述から、単なる事実の記述を除外した語りを文
章単位で抽出し、KJ法の手順に則ってカテゴリー化し
た。（グルーピング、カテゴリー化に関しては、支援場
面に関与していない心理職に依頼した。） 
なお、個人情報保護のため、事例の特性を理解する
上で支障のない範囲で、個人が特定されるおそれの
ある記述については修正を加えた。 
 
表1 支援過程の区分 

区分 期間 主な訓練内容 

第1期 0ヶ月～3ヶ月 アセスメント 
施設内訓練（個別） 

第2期 4ヶ月～8ヶ月 行事参加 

第3期 9ヶ月～11ヶ月 職場実習（3回） 

第4期 12ヶ月～13ヶ月 施設内訓練 
（グループ） 

第5期 14ヶ月～15ヶ月 就職活動 

 
３．結果 
 手続きに示した手順に従って、作文から単なる事実
の記述を除外した語りを文章単位で抽出した結果、語
りの総数は109個であった。それらは、表2のようなカテ
ゴリーに統合された。 
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４．考察 
 KJ法に則って作文における語りを分析した結果、本
事例においては、支援モデルの下位目標である「自己
理解」「他者理解」「社会的規範の理解」に関する体
験的理解が得られたことがうかがわれた。 
 このことから、「施設内訓練」「行事参加」「職場実習」
の3つの体験場面による支援を通して、社会的文脈に
おける各下位目標に関して肯定的変化が見られたと
考えられ、就労支援モデルの有用性が検証された。 
 さらに、支援事例を積み上げて、就労支援モデルの
有用性の検証を行うことが今後の課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表2　各支援過程において抽出されたカテゴリー

区分 カテゴリー
自己に対する過大評価

他者に対する過度な要求

他者との受身の関わり

他者への肯定的関心

主観的事実と客観的事実の乖離からくる戸惑い

限定的な近未来への展望

社会的規範の認知

社会的対応の必要性の認識

自己の成長への気づき

漠然とした自己の課題設定

漠然とした将来像への言及

社会的規範の体験的学習

他者との能動的な関わり

他者との意志疎通の困難さへの言及

内省

具体的な自己の課題設定

体験から拡大した希望

自己の客観的評価

自己の特徴への関心

自立への言及

就労に向けた自発的な課題設定

日常生活における自発的な課題設定

第4期

第5期

第1期

第2期

第3期
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 自閉症スペクトラム障害者の社会生活機能に関する調査 
ICF-Based アセスメントの開発と試行による一考察 
○鈴木さとみ*    深津玲子*        四ノ宮美恵子**    

 (*国立障害者リハビリテーションセンター 研究所 発達障害情報・支援センター) (**同 自立支援局) 
KEY WORDS: 国際生活機能分類 自閉症スペクトラム障害 社会生活機能 

(1 行空き) 

【問題の所在と目的】 
障害者基本法をはじめとする障害福祉サービスの法体系に
おいて、発達障害が精神障害に含まれることが明記された。
また、発達障害者に必要な福祉サービスを聞いた調査 1)では、
「市町村相談支援事業」や「就労移行支援」、「就労継続支援
A型、B型」の必要性の高さが示されており、福祉サービス事
業所における成人期の発達障害者の利用の増加が予想され
る。障害のある人が就労し継続するためには、仕事上のパフ
ォーマンスに加え日常生活が安定して営めていることがキー
ポイントとなる。しかしながら、発達障害者は自身の日常生
活上の困り感、ニーズの認知や表現などに困難を伴う場合が
多いことも一因し、彼らの特性や支援ニーズの把握について
は支援者の支援経験やスキルに依存する傾向にある。 
障害者自立支援法では、指定障害福祉サービス事業者に個
別支援計画の作成及び、これを基にしたサービスの提供、モ
ニタリング・評価の実施により利用者に対して適切で効果の
あるサービスを提供することが義務付けられているが、実際
のところ、支援者間や支援者-利用者間において利用者の社会
生活機能に関して共通言語を提供するアセスメントツールは
なく、支援ニーズや課題が共有化されにくいという状況が生
ま れ て い る 。 国 際 生 活 機 能 分 類 （ International 
Classification of Functioning，以下 ICF）は、専門家間だ
けでなく、障害のある利用者や家族にとっても理解しやすい
言語媒体として用いることができるように作成されている。
また、ICF の活動と参加の項目は個人的及び社会的生活機能
について系統的に分類されており,かつ支援ニーズの測定に
援用可能なツールである． 
そこで、本研究は自閉症スペクトラム障害(以下 ASD)者の
日常生活機能を系統的に把握することによって、より特性に
合わせたサービスを提供することに資するようなアセスメン
トシートを開発することを目的とした。研究の第 1 フェーズ
としてアセスメントシートを作成した。第 2フェーズとして，
第 1 フェーズで作成したアセスメントシートを使用して ASD
の診断のある成人と診断のない成人の社会生活機能に差異が
あるかどうか調査し比較することとした。 
【方法】 
対象：対象は,障害者自立支援法の就労移行支援事業を受給中
または過去に経験したことのある ASD 男性（ASD 群）6 名（平
均年齢 24.8±2.3）及びその支援者，統制群として，高等学
校普通教育課程を終了した 18 歳以上の発達障害の診断のな
い男性 10 名（平均年齢 22.7±3.3）である． 
方法 1：ICF をベースにした質問紙調査を作成するため、開発
手続きに準じ、先行研究のレビュー及び臨床家による検討を
行った。 
方法 2：ASD 群と統制群に対し，SRS-A（対人応答性尺度）及
び ICF に基づいて作成したアセスメントシート（以下
ICF-Based アセスメント）を質問紙調査及び半構造化面接に
て実施した．また，他者評価として ASD 者の支援者に
ICF-Based アセスメントを依頼した．上記 3 群のそれぞれの
ICF-Based アセスメントのトータルスコア及び主要項目、各
下位項目の差から発達障害者の社会生活機能について検討し

た。また、ASD 群と支援者群の自己評価と他者評価の差を調
べた。 
倫理的配慮：本研究については、国立障害者リハビリテーシ
ョンセンターにおける倫理審査委員会の承認を受けて実施し
た。 
【結果】 
結果 1：文献レビューでは、19 のキーワードを用いた検索の
結果、PubMed で 203 本、コクランで 724 本の論文がヒットし
た。レビューの結果、32 件の論文が該当した。これらの文献
から ICF の活動と参加及び環境因子に該当する記述を抜粋し
た結果、活動と参加の第 2レベルカテゴリーで 46 項目が、第
3レベルカテゴリーで 36 項目が抽出された。また、環境因子
については第 2レベルカテゴリーで 14 項目抽出された。抽出
された項目と就労移行支援事業を利用中の発達障害者の一次
資料をもとに ICF に基づくアセスメントを作成した。回答に
ついては、VAS（Visual analog scale）を用いたが、一部に
ついては選択式の回答項目にした。環境因子の使用について
は、統計的使用の合意が得られていないため自由記述を併用
した。 
結果 2：ASD 群及び対象群の自己評価について、方法 1で作成
した ICF-Based アセスメントのトータルスコア及び主要項
目、各下位項目の差を検討したところ、総得点と第１レベル
分類の「学習と知識の応用」「一般的な課題と要求」「コミュ
ニケーション」「セルフケア」「家庭生活」「対人関係」の項目
で，いずれも ASD 者の得点が有意に高かった（セルフケア：
ｐ＜0.05,他：ｐ＜0.01、）．ASD 群と支援者群で自己評価と他
者評価に差があるのか検討したところ、統計上の有意差はな
かった．  
【考察】 
ICF をベースにしたアセスメントの試行調査結果は、発達障
害者は統制群よりも社会生活上の活動や参加に制限があると
感じていることを示していた。また、発達障害者自身よりも
支援者の方が、発達障害者は活動・参加の制限があると評価
をしていた。今回の調査は ASD 者のサンプル数の少なさとい
う限界はあったものの，ASD 者の実際の社会生活上の活動制
限と参加制約を反映した結果と考えられる．今後さらに症例
数を増やし検討したい。 
【文献】 
1）特定非営利活動法人自閉症サポートセンター（2012）発達
障害のある人の障害者自立支援法のサービス利用実態に関す
る調査, 平成 23 年度障害者総合福祉推進事業報告 
障害者福祉研究会（2008）ICF 国際生活機能分類-国際障害分
類改訂版- 世界保健機構（WHO）, 中央法規 
 
なお，本研究は平成 21，22 年度 厚生労働科学研究補助金
研究「知的障害者の地域生活移行に関する支援についての研
究」（主任研究者 深津玲子)の分担研究「発達障害者支援のた
めの ICF-Based アセスメント開発の試み（四ノ宮美恵子）」の
研究協力として実施された． 
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図 1 ICF

 

 

 

1 ICFに基づく支援ツールマップ
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